
瀬戸市職員の育児休業に関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

平成２９年３月３１日 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市規則第２号 

瀬戸市職員の育児休業に関する規則の一部を改正する規則 

瀬戸市職員の育児休業に関する規則（平成４年瀬戸市規則第４号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 育児休業（第３条―第９条） 第２章 育児休業（第３条―第９条） 

第３章 育児短時間勤務（第１０条―第１４

条） 

第３章 育児短時間勤務（第１０条―第１４

条） 

第４章 部分休業（第１４条の２―第１７条） 第４章 部分休業（第１５条―第１７条） 

附則 附則 

（育児休業条例第２条第３号ア（ウ）の規則で

定める非常勤職員） 

 

第３条 育児休業条例第２条第３号ア（ウ）の市

長が規則で定める非常勤職員は、１週間の勤務

日が３日以上とされている非常勤職員又は週以

外の期間によって勤務日が定められている非常

勤職員で１年間の勤務日が１２１日以上である

非常勤職員とする。 

第３条 削除 

（育児休業条例第２条の３第３号イの規則で定

める場合） 

 

第３条の２ 育児休業条例第２条の３第３号イの

市長が規則で定める場合は、次に掲げる場合と

 



する。 

⑴ 育児休業条例第２条の３第３号イに規定す

る当該子について、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第３９条第１項に規定する

保育所若しくは就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項

に規定する認定こども園における保育又は児

童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保

育事業等による保育の利用を希望し、申込み

を行っているが、当該子の１歳到達日後の期

間について、当面その実施が行われない場合 

 

⑵ 常態として育児休業条例第２条の３第３号

イに規定する当該子を養育している当該子の

親である配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）であって当該子の１歳到達日後の期間

について常態として当該子を養育する予定で

あったものが次のいずれかに該当した場合 

 

ア 死亡した場合  

イ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の

障害により当該子を養育することが困難な

状態になった場合 

 

ウ 常態として当該子を養育している当該子

の親である配偶者が当該子と同居しないこ

ととなった場合 

 

エ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１

４週間）以内に出産する予定である場合又

は産後８週間を経過しない場合 

 

（育児休業の承認の請求手続）  （育児休業の承認の請求手続） 

第４条 育児休業の承認の請求は、育児休業承認

請求書により、育児休業を始めようとする日の

１月（育児休業条例第２条の３第３号に掲げる

場合にあっては、２週間）前までに行うものと

第４条 育児休業の承認の請求は、育児休業承認

請求書により、育児休業を始めようとする日の

１月前までに行うものとする。 



する。 

２ 任命権者は、育児休業の承認の請求につい

て、その事由を確認する必要があると認めると

きは、当該請求をした職員に対して、証明書類

の提出を求めることができる。ただし、非常勤

職員が育児休業条例第３条第７号に掲げる事情

に該当して育児休業の承認を請求した場合は、

この限りでない。 

２ 任命権者は、育児休業の承認の請求につい

て、その事由を確認する必要があると認めると

きは、当該請求をした職員に対して、証明書類

の提出を求めることができる。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（育児休業の期間の延長の請求手続） （育児休業の期間の延長の請求手続） 

第５条 前条第１項及び第２項本文の規定は、育

児休業の期間の延長の請求について準用する。 

第５条 前条の規定は、育児休業の期間の延長の

請求について準用する。 

   第４章 ＜省略＞    第４章 ＜省略＞ 

（育児休業条例第１５条第２号イの規則で定め

る非常勤職員） 

 

第１４条の２ 育児休業条例第１５条第２号イの

市長が規則で定める非常勤職員は、第３条に掲

げる非常勤職員であって、１日につき定められ

た勤務時間が６時間１５分以上である勤務日が

あるものとする。 

 

  

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


